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【当該国際機関で働く邦人職員（2016年のもの）】

ポストの名称 職　員　氏　名 備　　考

下村憲正

田中美樹子

駐日代表（D1） 近藤哲生

小松原茂樹

本部管理局情報処理技術課長（D1） 山本直人

高田実 国連事務局への出向中

【当該国際機関の財政（2016年予算）】(千米ドル)
出典：UNDP年次財務報告書2016

DP/2017/30/Add.1

在モルディブ国連常駐調整官官ＵＮＤＰ常駐代
表（D1）

野田章子

国　　　　名

709,524

分担金・義務的拠出金

任意拠出金（コア）

会計検査機関名：国連会計検査委員会（BOA）　　（構成員の出身国：インド，タンザニア，ドイツ）

出典：

【備考】

本部アラブ局上級パートナーシップ開発顧問
（P6）

福岡史子

邦人専門職員数
　うち幹部以上

60人 　　2,517人

【邦人職員が占めている幹部ポスト（Ｄポスト以上）】

【要人往来，政策対話等の実績】（過去３年分）
日ＵＮＤＰ戦略対話（2015年5月，2016年7月及び2017年10月）オニール対外関係アドボカシー局長及びマルティネス＝ソリマン政策プ
ログラム支援局長が出席（2016年7月は濵池外務政務官表敬，2017年10月は中根外務副大臣表敬）（於：東京）
2016年 1月　ディエエ・アフリカ局長の濱地外務政務官表敬（於：東京）
2016年 2月　中満危機対応局長の中根外務政務官表敬（於：東京）
2016年 4月　シュウ・アジア・太平洋局長の濱地外務政務官表敬（於：東京）
2016年11月　クラーク前UNDP総裁及びグテーレス国連難民高等弁務官の安倍総理表敬（於：東京）
2017年　1月　スルタンオールＣＩＳ・欧州局長の小田原外務政務官表敬（於：東京）
2017年 8月　シュタイナー総裁の安倍総理表敬及び河野外務大臣表敬（於：東京）

在ガイアナ国連常駐調整官兼ＵＮＤＰ常駐代表
（D1）

在カザフスタン国連常駐調整官兼ＵＮＤＰ常駐代
表（D1）

本部アフリカ局ＴＩＣＡＤプログラムアドバイザー
（D1）

国連事務総長の持続可能なエネルギーイニシア
チブNY事務所代表（D1）

2016-A
　国際機関名
（英語略称）

国連開発計画（UNDP）

71,899

英文名称 United Nations Development Programme

種　　　別
□国連専門機関　□国連その他補助機関　□その他国際機関　□非国家間機関

総支出

711,745

13%

総収入

拠出率（％）（注）

うち8人

金額（千米ドル） 拠出率（％）

　当該機関全体の専門職員数
　及び邦人専門職員が占める率 2％

【我が国による拠出の形態】

分担金・義務的拠出金の名称及び主管官庁：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国連開発計画拠出金(コア・ファンド），
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 国連開発計画拠出金（アフリカＰＫＯセンター支援），
任意拠出金・出資金，基金の名称及び主管官庁：国連開発計画拠出金(日ＵＮＤＰパートナーシップ基金），
 (B票参照)                                                    TICADプロセス推進支援拠出金，
                                                                   日本・パレスチナ開発基金，以上外務省
                                                                   東アジア海域環境管理パートナーシップ（PEMSEA），国土交通省（Ｂ票参照）

国　　　　名

米国

スウェーデン

英国

ノルウェー

 【所管官庁担当局課・室名】外務省国際協力局地球規模課題総括課

64,222

□国連事務局　□国連事務局に設けられた信託基金　☑ 国連基金・計画　

【当該国際機関の本部所在地・活動目的等の概要】
本部所在地：米国（ニューヨーク）
活動目的等：UNDPは32国連機関等からなる国連開発グループの議長を務める開発分野の中核的国連機関であり，開発分
野における高い専門的知見と経験，グローバルなネットワークを有している。UNDPは「貧困の撲滅，不平等と排除の大幅是
正」を目標として，持続可能な開発プロセス，包摂的で効果的な民主的ガバナンス，強靭な社会の構築を重点分野とし，途
上国のニーズに即した支援を170の国・地域で実施している。

会計年度：暦年（1月～12月）

11%

日本

金額（千米ドル）

出典：UNDP年次財務報告書2016
DP/2017/30/Add.1

11%

59,950

83,062

9%

10%

68,750


